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平成
年度

議　題
防災に関
する記載

13
《外国人の防災》
東京が直下型地震等の災害に襲われた場合に、外国人が安全を確保できる
体制の整備について検討している。

有

14 外国人にもわかりやすいまちの表記

16～17

《外国人への効果的な情報提供・災害時等緊急時の外国人への情報提供》
日本語がわからないため、情報が伝わりにくい外国人が東京での生活を安
心して送れるよう生活情報や行政情報等外国人に必要な情報を迅速・確実
に伝える仕組みを検討している。また、災害時等緊急時の外国人への情報
提供の具体的な方策について検討している。

有

18～19 民間団体との連携・協働による外国人都民の社会参加の促進について

20

《在住外国人のための効果的な防災対策について》
地震等、大規模災害がいつ起こるかわからない状況の中、定住化の進む外
国人都民が安心・安全に暮らせる環境づくりのために、より効果的な防災
対策について検討している。

有

21 地域に密着した効果的な情報提供のしくみづくり

自治体が提供する外国人向けの防災情報の分析          正会員 ○ 伊村  則子*1 
－市民の防災力向上に向けて その 37－            正会員   渡壁由樹子*2 
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§1 はじめに 

近年、東京都では外国人の定住化が進展しており、外

国人も安心に暮らせるための環境づくりが求められてい

る。本研究では、言葉や生活習慣等の問題を抱える外国

人に対して各自治体がどのような防災情報を提供してい

るのか、東京都、23 区、西東京市、武蔵野市、三鷹市を

対象に調査し、内容分析を行った。さらに留学生向け防

災情報について検討した。 
§2 調査方法 

調査は、外国人に関する東京都の全体的な取り組みを

明らかにした上で、調査対象地域とした東京都、23 区、

西東京市、武蔵野市、三鷹市のホームページ上に記載さ

れている外国人向け防災情報を調査した。さらに上記 27

都市区役所を訪問し、ホームページ以外の防災情報が記

載されている資料等を収集し、現状を調査・分析した。 

§3 外国人に関する東京都の取り組み 

東京都は、地域国際化推進検討委員会(管轄：東京都生

活文化スポーツ局都民生活部管理法人課市民交流国際係)

を平成 13 年度から設置した。１）この委員会で審議された

テーマより、外国人対象の防災に関するテーマを調査し

た。その結果が表 1 である。本委員会の答申内容は、防

災知識の普及・啓発等である。東京都はこの答申をもと

に防災に関する主な外国人対策として、生活文化スポー

ツ局内に｢外国人災害時情報センター」を開設した。１) 

表 1 地域国際化推進検討委員会の取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

§4 調査対象自治体が提供する防災情報の現状    

 各自治体が提供している防災情報についてホームペー

ジと窓口配布をそれぞれを調査した。 

4.1 ホームページ 

ホームページから得られる防災情報の現状は、文献 2

で明らかになっており、昨年(2009)度の状況では 27 都市

区のうち多言語で防災情報を提供しているのは東京都を

含む 7 都市区であった。２）本年度、再度調査したところ、

北区と板橋区で提供状況を変更し「文章のみの記載」か

ら「PDF による日本語防災マップの提供」に更新されてい

たが、発信自治体数は変わらなかった。 

4.2 窓口配布 

東京都が発行している資料には、答申で決定された災

害時緊急時の連絡先等が多言語で記載されている『ヘル

プカード』３）があり、各自治体で配布されていた。また

各自治体は「洪水ハザードマップ」等を発行し、最も多

く置かれていた資料は｢防災マップ｣「防災対策」「緊急時

の連絡先」を内容としたものであった。｢防災マップ｣は、

図 1４）のように墨田区が 5 カ国語(英・中・韓・ポルトガ

ル・スペイン語)で提供する等、情報が豊富であった。

｢防災対策｣は、目黒区が 6 カ国語で日頃の備えや震災時

の行動を提供していた。５）「緊急時の連絡先」は、多くの

自治体が｢災害用伝言ダイヤル｣等を資料に記載していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 5 カ国語表記による墨田区防災マップ(一部抜粋)4) 

§5 自治体窓口配布の防災情報の分析と見本冊子の作成 

収集資料を分析するにあたり、まず提供している防災

状況項目をまとめ内容ごとに整理すると表 2a)の項目とな

った。なお、表 2a)のうち「地域としての取り組み 4)防災

訓練のお知らせ」｢集中豪雨･水害 1)風水害の基礎知識｣

｢その他 地震ハザードマップ/東海地震について/防災に

関するホームページの紹介」の 5 項目はホームページ上

の情報項目２）になく、今回の窓口配布のみの情報として

新たに追加した項目である。さらに表 2b)に、提供してい

る自治体数を集計し、あわせて示した。 

5.1 分析方法 

収集した資料(総数 343 冊)をそれぞれ調査シートにま 

日本建築学会大会学術講演梗概集 

（関東） 2011 年 8 月 
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留学生 外国人

地震発生
　１）時間経過ごとのシュミレーション 12 ● ● ★
　２）地震が起きたら（わが家） 26 ● ● ★
　３）地震が起きたら（外出時） 21 ● ● ★
　４）火の始末（消火器の使い方） 18 ○ ●
　５）緊急地震速報 10 ○ ○ ★
　６) 地元ラジオの紹介 8 △ △
　７) 警戒宣言 6 ○ △
　８）応急手当て 10 ○ ○
　９）ＡＥＤとは 12 ● ●
　　・ＡＥＤの使い方 8 △ △
　　・ＡＥＤ設置施設マップ 2 △ △
１０）ライフラインについて 8 ○ △
避難
　１）避難（いつ？どこへ？どのように？） 16 ● ● ★
　２)避難所について 16 ○ ●
　３）避難所一覧 21 ● ●
　４)共助（防災市民組織・消防団など） 16 △ ○
　５)共助(近隣、要援護者への)手助け 14 ○ ○
日頃の備え（防災）
　１）火事を出さない（防火） 13 ● ○
　２）住宅用火災報知器 8 ● ●
　３)安全対策（転倒防止・ガラス飛散防止など） 23 ● ● ★
　４)非常持ち出し品の準備 25 ● ● ★
　５)暮らしの備え（３日分の備え） 10 ● ● ★
　６）地震の心得１０ヵ条 10 ○ ○
　７）家族の防災会議を開く 20 ● ● ★
　８）「自助」「共助」「公助」の意識 4 △ △
　９）防災用品のあっせん 11 △ △
マンション等中高層住宅の対策
　１）防災対策（管理組合も含む） 8 ○ ●
　２）エレベーターの使用 5 ● ● ★
　３）地震発生時の行動（管理組合） 2 △ ○
　４）被災生活（家庭―近所―管理組合） 5 △ △
　５）地震等災害軽減制度の紹介 1 △ △
地域としての取り組み
　１）地域の被害想定 8 ○ ○
　２）地域の連携（相互支援協定など） 3 △ △
　３）防災拠点について 5 △ △
　４）防災訓練のお知らせ 17 ● ● ★
事業所での対策
　１）事業所の備え 8 △ ○
　２）帰宅困難者対策 15 ● ○
　３）自分が職場で備えておくもの 4 △ △
地震について
　１）地震の基礎知識（メカニズムなど） 8 ○ ○ ★
　２）地震の危険度（階級など） 11 ○ ○ ★
　３）地震時に予想される事態（大混乱） 1 △ △
集中豪雨・水害
　１）風水害の基礎知識 6 ● ●
　２）浸水対策・浸水時の行動 21 ● ●
　３）豪雨に備えておくこと 15 ○ ○
　４）相談窓口、関係機関の連絡先 12 ● ○
　５）洪水ハザードマップ 19 △ ○
　６）浸水深の見方 16 △ ○
安否確認
　１）災害用伝言ダイヤル「１７１」 23 ● ● ★
　２）携帯電話災害伝言版 14 ● ● ★
災害ダイヤル
　１）防災関係機関一覧 14 ● ● ★
　２）消防・警察へのダイヤル 16 ● ● ★
その他
防災マップ 24 ● ●
地震ハザードマップ（地域危険度） 10 △ △
要援護者別の援護のポイント 8 ○ △
被災したときの支援 9 ○ △
防災カード（書込み型のもの）の付録 11 ○ △ ★
東海地震について 9 △ △
防災に関するホームページの紹介 14 ● ●
ペットのための備え 5 △ △

※●必須項目　○あれば良い　△必要度低め  ★リーフレット記載項目

d)リーフレット
記載項目

b)項目を提供している
自治体数

a）市民に向けて提供している
防災情報項目

c)重要度

表 2 防災情報項目一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とめ、考察の上、調査対象自治体が提供する防災情報項

目を自治体ごとに言語表記別(日本語のみの表記、日本語

と外国語による表記、外国語のみの表記)に分類した。 

5.2 考察 

 自治体ごとにみると、全体的に防災に関する情報量が

最も多かったのは｢中央区｣で、防災に関する資料が多い

のに比例し情報量も多かった。また、外国語のみの表記

による資料で防災に関する情報量が最も多かったのは｢港

区｣であったのに対し、資料がなかった区は、文京、台東、

墨田、品川、荒川区等７区に及んだが、それらの区のほ

とんどが多言語表記の資料を配布する自治体であった。 
防災情報項目ごとにみると、全体的に最も多く記載さ

れていた項目は、｢地震が起きたら(わが家)｣等 8 項目であ

った。多言語で表記されている情報で特に多かった情報

は主に「時間経過ごとのシミュレーション」等 7 項目で、

ほとんどの区でこれらの情報が記載されている資料を配

布していたが、外国語のみの表記による情報はほとんど

なかった。また、｢応急手当て｣等の情報は翻訳されてい

ない自治体があったが、これらは外国人にも必要な情報

でもあるため、実施が求められる。 

5.3 見本冊子の項目選定 

上記の分析から、多言語や外国語のみで表記されてい

る資料・項目が多いものを基準に、防災情報項目別に外

国人に必要な情報を選別した。その際に、外国人と留学

生では日本語を勉強している(理解できる)かの違いがあ

るため、必要とされる防災情報に違いがあると仮定し、

外国人と留学生を分けて必須度を決定した。その結果が

表 2c)である。さらに留学生の必須項目(●)にあたるもの

(一部あれば良い(○)を含む)を参考に 27 都市区の資料か

ら先進事例を例に、防災情報リーフレットの見本冊子を

作成した。見本冊子の項目は、主に｢地震発生｣｢避難｣｢日

頃の備え｣｢マンション等中高層住宅の対策｣｢地域として

の取り組み｣｢事業所での対策｣｢集中豪雨･水害｣｢安否確

認｣｢災害ダイヤル｣に関する情報とし、詳細に理解できる

ように一冊にできるだけ情報を取り入れた。 

 次に、リーフレットを作成する上で参考意見をもらう

ため、作成した見本冊子を武蔵野大学大学院国際交流担

当の教員１名と建築を学ぶ留学生 2 名を対象にヒアリン

グ調査①を実施した。その結果、外国人には多言語によ

る情報提供が必要であるが、留学生はある程度日本語を

理解できるため言語よりも内容(知識)を充実させること

が大事であることがわかった。また｢文章だけでなく、イ

ラストで理解できる内容にする｣｢大使館の連絡先の記載

が必要である｣｢コンパクトに収まるものが良い｣等内容や

形に対する意見を得た。このヒアリング調査結果と表 2b)
で記載の多かった項目を参考に、項目を絞ってリーフレ

ットに盛り込む項目を決定した。それが表 2d)である。 

§6 おわりに 

各自治体が提供する防災情報には差違があるが、平時

からの備え等生活上、必要な情報が豊富に表記されてい

た。今後、外国人対象の防災情報は、より充実した情報

提供のために日本語を単に翻訳するのではなく、外国人

に必要な項目と理解しやすい表記を心掛ける必要がある。 
貴重な意見を戴いた教員および調査にご協力戴いた留

学生の皆様に謝意を表する。 
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